東京都立誠明学園の概要
１　設　置　目　的

　　児童福祉法第４４条の規定による児童福祉施設で､ 不良行為をなし､ 又はなすおそれのある児童のほか､ 環境上の理由により生活指導等を要する児童を入所させ､ 児童の自立を支援し、あわせて退所した者について相談援助を行うことを目的とする｡  

２　施 設 の 沿 革

　　昭 8． 4． 1　　東京府立感化院として､ 内務省の設置許可を受け､ 神奈川県茅ヶ崎に家庭学校分校の敷地を借りて事業開始｡ 

　　昭 9． 5．28　　東京府西多摩郡福生村に移転する｡ 

　　昭 9．10．10　　少年教護法の施行に伴い､ 府立少年教護院となる｡ 

　　昭18． 7． 1　　都制施行に伴い､ 都立少年教護院となる｡ 

　　昭20． 1． 5　　軍の要請により全施設を貸与し､ 北多摩郡久留米村都立久留米学園
を借用､ 移転する｡ 

　　昭22．11． 1　　西多摩郡霞村富岡光学工業跡 (現在地) に移転する｡ 

　　昭23． 1． 1　　児童福祉法の施行に伴い､ 同法上の教護院となる｡ 

　　昭45． 4． 1　　４人交替制勤務実施

　　　　　　　　　　 施設整備 (鉄筋造り等) 完了 (42.4～45.3) する｡ 

　　昭57． 3．10　　仮換地決定 (減歩24,000㎡) 

　　昭63． 4． 1　　５人交替制勤務実施
昭63．12． 1　　全面改築着工

　　平  5． 3．15　　全面改築完了（全１１ヶ寮整備）
　　平  5． 4． 1　　高年齢児寮（男女各１ヶ寮）を開始する。
平10． 4． 1　　児童福祉法の改正に伴い､ ｢児童自立支援施設｣ となる｡ 

　　平14． 4． 1　　学校教育実施により､ 施設内に青梅市立の小・中学校が開設され
る｡ 

３　組　織
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　庶務関連業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員の人事､ 給与､ 福利等

児童の保健､ 給食

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 経理関連業務

　予算､ 経理､ 庁舎管理

　　

生活関連業務
　児童の入退所､ 生活指導
福祉関連業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学習指導 (中卒児)､ 職業指導


４　基本理念ならびに基本姿勢
本園では､ 以下のような基本理念並びに基本方針を大切にして子供との関わりを深めている｡ 

（１）基本理念

　　○子供の健全育成

　　　・子供を受け入れ､ 心身共に健やかな育成を目ざす｡ 

　　○子供の自立支援

　　　・子供が将来､ 地域社会で自立した生活が送れるよう､ 自ら判断し決定できる力を育成する｡ 
（２）基本方針
　　○生活の質を高める｡ 

　　　・子供が心を開き､ 心身共に安定した生活を送れるよう日常生活の充実に努める｡ 

　　　・日々の生活を､ 暖かい雰囲気､ 包容力のあるものに創りあげていく営みを大切にする｡ 

　　　・快適な生活環境を整え､ 子供との関わりに活かす｡ 

　　○子供との個別の関わりを重視する｡ 

　　　・子供の個性を尊重するとともに､ 生活を礎とした関わりの中で経験や体験を積むことで､ 持っている力を引き出し､ 健やかに成長できるよう支援する｡ 

　　　・誠意と愛情により､ 大人に対する信頼感を回復させ､ 退所した後も､ 学園が子供にとって頼られるべき存在となるよう努める｡ 

　　○チームワークで子供の生活を支援する｡ 

　　　・子供の自立にむけて､ 全ての大人が一丸となり協働による取組みを行う｡ 

　　　・子供への働きかけが､ 社会的な見地から合理性のあるものとなるよう研鑚する｡ 

５　支　援　内　容

（１）支援目標

　　　様々な問題を抱えた子供を受入れ､ 生活を礎にした関わりの中で児童の健全な育成を図るとともに､ 子供が将来自立をして地域社会で生きていけるように､ 自ら判断し､ 決定できる力を育んでいくことを支援目標とする｡ 

　　　基本理念の実現にむけては､ ｢くらしの教育｣ ｢学ぶ教育｣ ｢働く教育｣ を指導の３本柱とする全人的教育に努め､ 具体的には､ 以下に力点を置いた取組みを進める｡ 

　　①　日常生活における基本的な生活習慣 (規律ある生活) を身につける｡ 

　　②　自分の力 (個性・能力) を伸ばし､ 正しいことをやりとおす力を身につける｡ 

　　③　実社会で自立できる態度を身につける｡  
（２）生活指導

　　　男子寮７寮 (うち１寮は高年齢児寮)､ 女子寮４寮 (うち１寮は高年齢児寮) の生活寮を設け､ 各寮舎では､ 福祉職職員が､ 子供と起居をともにしながら､ 温かく包容力のある雰囲気の中で､ 子供の健やかな成長を支え､ 自立を支援している｡ 

　　　なお､ 平成５年度より､ 義務教育を終了した児童等を対象とした高年齢児寮を男女各１ヶ寮設け､ 自立に向けた支援を強化している｡ 
（３）家族関係の調整
　　　本園では､ 面会などの機会を捉えて､ 保護者からの子供に対する悩みや相談に応じ家族関係の調整に努めるなど､ 家庭への支援も行っている｡ また、必要に応じて家庭訪問も実施し、家庭との連携に努めている。

（４）学習活動等 (連携協力) 

　　　平成１４年度から､ 学園内に青梅市立の小・中学校 (本校) が開設され､ 義務教育を実施している｡ 小・中学校が実施する学校教育は､ 子供の自立支援と不可分の関係にあることから､ 以下の学習活動 (連携協力学習) について､ 学校教員と学園職員が連携協力して指導にあたっている｡ 

　　①　農業実習等の職業指導
　　②　クラブ活動
　　　その他、平成１９年度から、子供の健全育成に理解と関心のある大学生等について、ボランティアとして学習指導や学園行事などに参加してもらい、子供の自立支援を促進している。

（５）義務教育修了児童の指導

　　　中学校とは別に平成４年度から高等部を設け､ 義務教育修了児童を対象に､ 進路指導及び社会人として必要とされる知識､ 技能､ 態度等の習得・養成を目標にした独自のカリキュラムによる指導を実施している｡ 

　　　高年齢児寮には､ 高等部の子供の他に高校や職場実習に通っている子供がおり､ 個々の自立へのニーズに対応した様々な個別指導を展開し､ 自立の助長を図っている｡ 
また､ 本園から高校に通学が継続され､ 本園での自立支援が達成された男子児童を入所させる ｢提携型グループホーム事業｣を社会福祉法人との連携により、男子が平成１７年度から、女子が平成２１年度から実施し､ 子供の自立に向けた支援の選択肢の拡大に努めている｡
（６）アフターケアの取組み

　　　本園では､ 通信連絡や訪問､ 来園などにより､ 退園した子供を励まし､ 支え､ 援助するアフターケアの取組みを大切にしている｡ 
平成１９年度からは、地域における生活・就労などについて、継続的な通所による相談・支援を通所支援事業として実施している。
（７）苦情解決の取組
　　　本園では、平成１５年度に「東京都立誠明学園苦情解決制度実施要綱」を定め、入所している子供の意見や苦情相談等に適切に対応するための取組を行っている。各寮には子供が意見相談書を自由に投函できる箱を設置しており、申し出があった意見・苦情等には、管理職が直接子供から話を聞くなどして対応している。
　　　また、苦情等の解決を社会的、客観的に妥当性のあるものとしてサービスの質の向上を図るために、第三者委員に対し、受け付けた意見、苦情等に対する対応の経過や結果を報告し、助言を受けている。

（８）福祉サービス第三者評価の受審

　　本園では、平成２６年度から福祉サービス第三者評価を毎年受審しており、支援の質の向上に努めている。
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